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XIV　原価差異調査
　　1　研究目的
　予算と実績の間に差異が生じたときに行う差異調査（variance　investi－
gation）の意義については既に第】X節と第X節において一般的なエイジェ
ンシー・モデルを用いて検討を加えた。そこでは，調査を通じて管理者行
動をモニターする追加情報が入手されると，それが業績評価に有用な役割
を果たすことを明らかにした。しかしながら，差異調査は，現実には，こ
のように業績評価に活用することを唯一の目的として実施されるわけでは
なく，むしろ第一義的には，差異の発生原因を明らかにした上で，適切な
是正措置（correction）を発動して非効率を生じさせている障害要因を取
り除くという直接的コントロールを行う手段として展開される。つまり，
調査から得られる情報は，業績評価目的だけでなく，直接的な業績改善を
志向する意思決定目的のためにも活用されるのである。本節の研究目的
は，差異調査をこれらの2つの目的を同時的に追求するプロセスとして理
解し，より総合的な視野からこの決定問題を分析することにある。
　ところで，これまでは専ら業績評価を分析対象にしてきたので，動機づ
け効果を測定する尺度としては，契約対象となっている特定期間の業績だ
けを問題にすればよかった。それに対して，差異調査が是正措置を発動す
る場合には，その効果は，当該期間の業績ではなく，調査後の将来業績の
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改善となって発現するはずである。したがって，差異調査が及ぼす経済的
効果は，本来，単一期間ではなく，その前後にまたがる複数期間にわたっ
て測定されるべきであることが理解されるであろう。
　こうした認識は決して新しいものではなく，たとえぽ・是正措置が将来
業績に及ぼす影響を多期間モデルを用いて分析する研究はその1つの現わ
れである。マルコフ過程を応用したRossやDittman　and　Prakashの研
究はその代表例であるP。しかし，そこで想定されたコントロール・プロ
セスはいずれも極めて機械的（mechanistic）であって，人間的要因が認
識されていないという欠点が指摘されなけれぽならない・本来このプロセ
スには個人的動機をもつ複数の人間が関与し，彼らの行動がパフォマソス
に重大な影響を及ぼしているから，モデル化にあたってはそうした行動要
因を明示的にとり入れなければならないはずである。その際にはエイジェ
ンシー・モデルが有力な分析用具になろう。
　Feltham　and　Matsumuraはこうした認識にたって，マルコフ・モデル
に基づく差異調査の決定問題をエイジェンシーの枠組みを用いて定式化し
分析する研究を行っている2）。そこで以下では，彼らが提示した基本モデ
ルに依拠しながら，差異調査の意義と原価情報の有用性について検討を加
えることにしよう3）。
　　2　基本モデル
　まず最初に，マルコフ過程で定式化される原価差異調査の決定モデルを
示そう。
　オペレーティング・コストを発生させるプロセスは，常に一定の状態に
固定的に維持されるのではな：く，「管理内（in－contro1）」か「管理外（out－
of－contro1）」かのいずれかの状態をとるものと考えよう。以下では，前者
を状態1，後者を状態2と呼ぶ。オペレーティング・コストは，一般的に
プロセスが管理外にあるよりは管理内にあるときに低くなるという意味に
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おいて，状態1は状態2よりも望ましいと考えられる。
　いかなる状態が生起するかに関して当事老がある程度のコントロールを
なし得るとするならば，オペレーティング・コストの発生に責任を負うエ
イジェントに対しては，さしあたり，次の3つの仕事を課すことができる
であろう。1つは，丁丁の初め（期首）にプロセスがいかなる状態にある
かを調べて，管理外にあった場合には適切な措置を施こしてこれを管理内
の状態に修正するという仕事である。第2は，管理内の状態でスタートし
た場合には期中の状態をできるだけ不変に維持するという仕事である。こ
れらは，いずれも，プロセスの状態に働きかける活動（process　activities）
である。それに対し，エイジェントの第3の仕事は，所与の状態の下で，
オペレーティング・コストの発生をコントロールする期中の業務活動
（operating　activities）である。オペレーティング・コストは以上の3つ
の仕事の結合結果として発生する。
　プリソシパルはコスト・リポートを通じて原価の発生状況を知り，原価
の発生原因一ここでは，プロセスの状態一を詳しく調査するか否かを
決定する。調査を行った場合には，真の状態が判明し，かりに状態2にあ
ることがわかったときには，直ちに是正措置を実施し，状態1に回復させ
た上で，次期のオペレーションに引き継ぐものと仮定しよう。これがプリ
ソシパルの行うコントβ一ル活動である。
　以上の諸活動を前提にすると，14－1図に示されるように，各期間のシ
ステムの状況は，期首，期中，期末という3つの時間的推移として把握さ
れる。
期首（前期末）の状態
　　　1
期中の状態
　　1
期末（次期首）の状態
　　　119　　　　↑カ　　　1↑σ　　　　　　　↑1
状態に働きかける活動　　　　　業務活動　　　　　　　　　コントロール活動
（エイジェント）　　　　　　　（エイジェント）　　　　　（プリンシパル）
　　　14－1図　システムの状況推移と当事者の行動
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　そこで，各々の活動とそれが及ぼす影響を記号で表わすことにしよう。
期首の状態が管理外にあることを発見して，エイジェントがこれを管理内
に修正する確率を¢で表わし，期中のプ戸セスを状態1のままに保持する
確率をρで表わそう。このgとρの値を決定するのは前述したようにエ
イジェントの仕事である。それらがシステムに及ぼす影響は次のマルコフ
過程推移確率行列に表現される。
　　　　　　　　　　　　　　期中の状態
　　　　　　　　　　　　　　　1　　　2
期首（前期末）の状態 ﾟIll，］　（・4一・）
　次に，オペレーティング・コストをんで表わし，エイジェントが実行す
る業務活動α∈孟とプロセスの状態α＝1，2）が与えられたときのκの
確率分布関数を！趣1ので表わそう。ここで，髭1は状態1，仁2は状
態2を表わす4）。そうすると，κがとりうる集合Xは次のように定義され
る。
X＝｛κ1すべてのσについて，五（κ1の＞0，乃（κ［の＞0｝
　ところで，プリソシパルが調査を行うかどうかの決定については，情報
の入手可能性に応じて，様々のルール化が可能である。そのなかでも，オ
ペレーティング・コストに基いてこれを判断するというのが最も一般的で
あろう。つまり，事前に調査領域X（⊆X）を定めておき，κが集合Xに
含まれた場合には調査を行い，必要とあらば是正措置を講じるのに対し，
そうでなければ，調査は行わないというルールが採用される。したがっ
て，調査を行わない場合には期中の状態がそのまま期末に引き継がれるこ
とになる。かかるコントロール活動がシステムに及ぼす影響は次の推移確
率行列に表現される。
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　　　　　　　　　期末（次期首）の状態
　　　　　　　　　　1　　　　　　　2
期中の閨m　1F2（X）、．＆（父）］　（14一・）
　ここで，F2（X）は，状態2の下でエイジェントが行動αを実施したと
きに調査が行われ是正措置がとられる確率，すなわち，
噛一レ（勅　　　　　（・4一・）
を表わす5）。調査領域Xをどのように定めるかは，前述したようにプリン
シパルの決定事項である。
　（14－！）と（14－2）の確率行列を結合すると次のマルコフ行列を得
る。これは，システムの1期間全体の推移を示す6）。
　　　　　　　　　　　期末（次期首）の状態
　　　　　　　　　　　！　　　　　　　　　　　2
灘）（魁膿畿夷∴llll課：）］（・4一・）
　プリソシパルの決定Xとエイジェントの行動（α，Aα）がどの期も変
化しないとするならぽ，（14－4）および（14－41）を用いて，長期的に収
束する以下の確率齢と尻を求めることができる。ここで，翫と玩は，
それぞれ，各期の期末および期中に，プロセスが状態∫になる定常状態確
率（steady　state　probabilities）を表わす。
　　91＝（F2（X）＋9♪（1－F2（X）））／（1一ρ（1－9）（1－F2（X）））
　　92＝（1一の（1－F2（X））／（1一ρ（1－9）（1－F2（X）））
　　　　　　＾　　　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　（14－5）
　　乃1＝ρ（F2（X）＋9（1－F2（X）））／（1一ρ（1一の（1－F2（X）））
　　編＝（1一ρ）／（1一ρ（1－g）（1－F2（X）））
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　これらの確率を用いると，次式のように，1期間当りのオペレーティン
グ・コストの期待値C。と調査費用の期待値C、が計算される。
0。＝嬢、＋塵242－4肋、
　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　ハC∫＝々［砺F1（X）＋乃2F2（X）コ
　＝々［F2（X）一乃、（F2（X）一F、（X））コ
なお・死・一 迥諱i・励
4π＝π2一死1
為＝1回当りの調査（および是正措置）コスト
F・（x）一倹メj4・
である8）。
（14－6）
（14－7）
　ここで，エイジェントが期中に実施する業務活動αは，∫誘（姻のを，し
たがって，疏（x）を変化させ，その結果，＆，属，C。，0∫に影響を及ぼす。
　さて，プリソシパルはエイジェントが望ましい行動（9，♪，α）を選択す
るよう動機づけなければならない。そのためには，適切な業績評価を行
い，それに基いて誘因を提供することが必要となる。ところで，このシス
テムの下で，プリソシパルにとって，g，ρ，αが観察不能であるとすると，
業績評価の対象に定め得る変数は，オペレーティング・コスト翼とプロセ
スの状態の2種類になる。というのは，エイジェソトセこはこれらをコント
　ールする権限が与えられており，したがって，それに対して責任を負わ
　ることが必要となるからである。ただし，後者に関する情報は調査をし
なければ入手されないので，これを行わないときは，メのみを対象とする
一変量業績評価となる。かくして，エイジェントに支払う報酬コストの期
待値Cκは次のように定式化される。
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ら一 激ﾖ［ア1（κ1α）砺＋乃倒α）・・］・・
　　　　・1　　　　　　＾［γ1（芳）ア1（芳1α）乃1十72（κ）乃（κ1α）乃2］ゴκ　　　　　　　　　　（14－8）
　　　　　x
ここで，
　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　Xσ＝非調査領域，すなわちXの補集合
　　γ（κ）＝調査を行わないとき（κ∈Xc）に，κに応じて支払われる報酬
　　7歪（の＝調査を行った結果（κ∈X），状態が∫であったときに，κに
　　　　　応じて支払われる報酬
　報酬をこのように定義すると，エイジェントの期待効用は次のように表
わされる。
　　醸砿力，・）一∫評・ω）防（・［・）・・＋側・）励
　　　・∫　　　　　．［σ（γ1（κ））∫1（κ1の乃1＋σ（72⑦）乃（κ1α）乃2］伽
　　　　x
　　　－y（4，ρ，の
ここで，
　　σ（γ）＝報酬7に対するエイジェントの効用
　　y⑭，ρ，の＝g，ρ，αに必要な努力に対する負の効用
　以上の道具だてで，プリソシパルの決定問題をエイジェンシー・モデル
に定式化しよう。プリソシパルがリスク中立的であると仮定すると，彼は
1期間当りの総費用の期待値（すなわち，Ep＝Co＋C1＋CR）を最小化する
ように，報酬関数7と調査領域Xならびに行動g，ρ，σを決定する。し
たがって，各期の決定問題は次のように定式化される。
　目的関数：．〃吻　EP＝C。＋C」＋CR
　　　　　　X，吟9，ρ，α
　制約条件：（α）　Eα（x，7，α，1》，α）≧ひ　　　　　　　　　（14－g）
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　　　　　　（の　（9，カ，α）∈σ79〃zακEσ（x，7，σ，ρ，α）
　　　　　　　　　　　　　　9，あα
　制約条件式（α）は個人的合理性の制約式を，（のは動機づけの制約式を
表わす。
　（14－9）の基本モデルを前提にして，調査領域Xの決定がパフォマ
ソスに及ぼす影響を以下において個別的に分析しよう。
　　3　差異調査のモチベーション効果
　最初に，確率ρ，すなわち期中の状態を管理内に保持するエイジェント
の行動に焦点を当てよう。そのために，彼はいつも期首の状態を管理内に
修正する（σ＝1）とともに，業務活動を一定に保持する（α＝〆，ここでαo
は所定の努力水準を表わす）ものと仮定しよう。第一の仮定によってプロ
セスは絶えず状態1に修正されるから，プリ，ソシパルによる是正措置は不
要となる。したがって，それを実施することを目的とする差異調査は意義
を失うことになる。それにもかかわらず，調査を行う意義が認められると
するならぽ，その根拠は，専ら，より高いρを選択させるようにエイジェ
ントを動機づける能力に求められることになろう。果たして調査活動にそ
のような動機づけ効果があるかどうかを検討することが以下の分析課題で
ある。
　g＝1を（14－5）に代入すると，砺＝♪，妬＝1一ρとなって，期中の定
常状態確率属は，エイジェントの決定変数ρだけに依存し，プリソシパ
ルの決定変数Xからは独立する。この仮定に加えて，α＝αoを前提にす
ると，さきの（14－9）は次のように書き改められる。
　目的関数二卿ηEp＝Co＋C」＋C刃
　　　　　　X，ろρ
制約条件・（・）∫彩σ（・ω）団（・1の醜・1の（・一・）コ・・
　　　　　　　・∫　　 　　 　　＾［σ（71（κ））／1（κ1αo）ρ＋ひ（γ2（κ））乃（κ1αo）（1一ρ）］げか
　　　　　　　　　x
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　　　　　　　一一γ（ρ）≧σ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－10）
　　　　　　（・）∫激σ（・ω）［姻の一乃（・剛・・撮［σ（・・ω）
　　　　　　　　　∫1（劣1αo）一σ（72ω）ん（κ1αo）］ゴ矩y’（ρ）＝0
ここで，
　　Co＝死2－4亙ρ
　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バ　　　　　　　　　　　　　　　ム　　C∬＝々［F2（X）一ρ（F2（X）一F1（X））］
　　Q一レω［！1（κ1σo）ρ＋！2（κ1αo）（1一ρ）］4・
　　　　・∫父［γ1（κ）ア1（幻αo）ρ・礁）鯛の（・一ρ肋
上記の動機づけ条件式（のは，エイジェントの期待効用（条件式（α）の
左辺）を最大にするρに関する最適性条件を表わす。
　（14－10）の下で3つの報酬関数ア（の，プ1（κ），72（κ）の最適性条件を導
くと，次の関係式を得る。
　　1／σ’（γ（κ））＝λ＋μ（ア1（κ1σo）一挙（κ1αo））／（∫1（Mαo）ρ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　 ＋乃（κ1αo）（1一ρ）） ∫07　κ∈Xc
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　み　1／σ1（γ1（κ））＝λ十μ／ρ 　 　　 　 　　 　　 　 ノb7　　κ∈X　　　　　　（14－11）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ1／ぴ（γ2ω）＝λ一μ／（1一力）　 ノb7κ∈X
ここで，λとμはこれまでと同様に，それぞれ，制約式（のと（のに対
するラグランジュ乗数を表わす。上式において，7（のはオペレーティング
・コストκに依存するのに対し，71（κ）とγ2（κ）は，定数であって，κか
ら独立しているという事実に注意しよう。その理由は次のように説明され
るであろう。
　調査が行われない場合は，原価情報κはエイジェントがいかなる努力ρ
を行使したかを知る手掛りを与える。つまり，κはカに関する報知効果
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14－1表　数値例1の仮定
X＝｛κ、，κ2｝，σ＝1，σ＝αo
プ「乞（メ1αo）　　　　　　κ1＝40　　　　　κ2＝60
∫1（∫【σσ）　　　　　0．7　　　　　　0．3
ノ～（∬1σo）　　　　　0．3　　　　　0．7
σ（7）＝71／2，γ（ρ）＝2（1一ρ）『1，σ＝1
た＝Oo71
　貌
　46
　54
諏＝8
をもつ（informative）のである。ところが，調査が行われ，プロセスの
状態が判明する場合には，ρを知るより強力な情報が入手される。その結
果，状態に関する情報が入手される場合には，原価情報はρに関する報知
能力を失う。調査が行われるときの報酬関数が，κからは独立し，状態変
数だけに依存するようになるのはこのためなのである。
　ここで，（14－10）の解がもつ意味を検討するために簡単な数値例を示
そう。14－1表は数値例に用いる諸仮定を要約している9）。まず最初に，
本図の下でエイジェントの行動ρを観察でぎる場合の解（ファースト・ベ
スト解）を求めておこう。以下の結果がそれである。
　　ρ＊＝0．5　　　γ＊＝4　　　　CI＝O
　　Co＝死2一∠ゴ死♪＊＝50
　　CE＝7＊＝4
　　Ep＝Co十CE＝＝54
　ρを観察できる場合には，プロセスの状態が知られたとしてもそれを情
報として利用する余地がない。したがって，調査を行う意義は生れない。
　そこで，ρを観察でぎないという前提の下でセカンド・ベスト解を求め
　　　　　　　バよう。調査領域Xの決定はこの解にどのような影響を及ぼすであろうか。
14－2表はこれを要約表示している。ケース1は調査コスト々がゼロの場
合を，ケース∬は一定の調査費用を負担しなけれぽならない場合を分析し
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14－2表　数値例1
ケース1 々＝0（σ1＝0）の場合
　1
X＝φ
＾　2
X＝｛∫、｝
　3
X＝｛x2｝
　4
x＝x
?? 55．9330
52．28
3．6530
54．8375
51．2368
3．6007
54．9471
51．2456
3．7015
54．6223
50．8992
3．7231
?
7工
72
7（∫1）
7（∫2）
L
ケースE
0．215　　　　　　　　0．3454
　－　　　　　8．8982
　－　　　　　1．2537
8．3053　　　　　－
0．7283　　　　　　2．1413
　　0　　　　0．4382
海＝1の場合
　1
x＝φ
＾2
x＝｛場
0．3443
10．4367
0．9904
4．9551
0．5623
　3
X＝｛κ2｝
0．3876
6。9346
1．6904
　　1
　4
x＝x??55．933
52．28
　　0
3．6530
55．2776
51．2728
0．4364
3．5684
55，5036
51．2072
0．5604
3．7361
55．6223
50．8992
　　1
3．7231
ρ　　　　　　　　　　0．215　　　　　　　　0．3409
ア1　　　　　　　　　　　－　　　　　　　8．8094
72　　　　　　　　　　　－　　　　　　　1．2851
7（κ1）　　　　　　　　8．3053　　　　　　　　　－
7（∫2）　　　　　　　0．7283　　　　　　　2．1505
L　　　　　　　　　　　　　　O　　　　　　　O．4364
　（L＝ρF、（X）＋（1一ρ）F2（X））
0．3491
10．4968
0．9613
5．0012
0．5604
0，3876
6．9346
1．6904
　　1
ている。これらの結果に関して次のような指摘をなしうる。
　（のいずれのケースでも，調査領域が広がるにつれて努力水準ρは増加
する。この意味において，差異調査は動機づけ効果をもつといえる。この
動機づけ効果は，γ1＞72という大小関係から生じる10）。しかし，調査を行
　　　　　　ハわない場合（X＝φ）であっても，7（κ1）〉γ（κ2）という関係が1P，低水準で
はあるが一定の努力を喚起している。これは原価情報の動機づけ能力を表
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わす。
　（のただし，調査領域を全体に拡大しても（X＝X），ファースト・ベス
ト解と同一水準の努力を喚起することはできない。この事実は状態を知ら
せる情報がρの完全情報ではないことを示唆する。
　（o）オペレーティング・コストの期待値Coはρの減少関数であるか
ら，調査費用が発生しないケース1では，この原価引ぎ下げ効果が寄与し
て，総費用Epは謂査領域を拡大するにつれて低下している。したがっ
　　　　　　　　　　ハて，このケースでは，X＝Xが最良のパフォマソスをもたらす決定となっ
ている。しかし，調査コストの負担を要するケース皿においては，調査領
域を拡大するとGの増大を招くので，C」の増加とC。の引き下げ効果と
の間のバランスをとる必要が生じる。この灘旧例では，X＝｛κ1｝の下で最
適なトレード・オフが達成されている。この結果は，条件付モニタリング
の優越性を述べた第X節の結論と一致する。
　（の調査費用の存在は動機づけにいかなる影響を及ぼすであろうか。表
に示したように，五＝カF1（X）＋（1一ρ）F2（X）1ま調査領域をXに定めたと
ぎに調査が実施される定常確率を示す。これをρで偏微分すると，∂L／∂♪＝
　　パ　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハF1（X）一F2（X）となる。したがって，　X；｛κ1｝のときには∂五／∂♪＞0と
　　　　　　　ムなるのに対し，X＝｛κ2｝のときには∂L／∂♪〈0となる。つまり，努力ρの
増加は（κ1の発生確率の増大化を通じて），前者の場合は五を増加させる
のに対し，後者の場合にはこれを減少させることがわかる。この因果関係
があるために，C」（＝ん五）の節約が要求されるケース皿においては，ケー
ス1と比べて，X＝｛κ1｝のときには，ρを引き下げるように（0．3454→0．
3409），逆にX＝椀｝のときにはρを引き上げるように（0．3443→0．349
1）作用する。その結果，いずれの決定Xの下でも，ケース∬のしは，
ケース1のそれよりも減少している。
　（の条件付モニタリングを行う場合には，第X節で指摘したように，差
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異調査は実績が良好なとぎに行うべきか，それとも不良のときに行うべぎ
かが興味深い検討課題となる。（ので述べた事実は，原価実績が不良であ
ったときに差異調査を行った方が動機づけ能力が高まるということを示し
ている。たしかに，X＝｛κ2｝の下でのCoはX＝｛耐の場合に比べ，低
下している。しかし，本誌では，ρの増加に伴う報酬コストCRと調査費
用C1の上昇がCoの節約を上回るために，　X＝椀｝の総費用EPは最小
にはなっていない。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　バそれゆえに，努力の生産性（原価引き「下げ効果∠励）を高くすれぽ，X
＝｛κ1｝とX＝｛κ2｝の間の優位性は逆転することが予想される。そこで，
14－3表　数値例2の仮定
1仮定：X＝｛κ、，x2｝，ズ、＝1，000，κ2＝1，500
　プ「乞（κ［α9）　　　　　　κ1＝1，000　　　　　x2＝1，500
　プ11（κ【ασ）　　　　　　0．7　　　　　　　0．3
　ん（κ1σo）　　　　　　0．3　　　　　　　0．7
1・ω一一・）一・（・一・）・，・一・・
1為＝10
＿　危
　1，150
＿1，350
∠死＝200
14－4表数値例2の結果
　1
X＝φ
〆2
x＝｛ズ、｝
　3
X＝｛κ2｝
　4
x＝x
?〜??1，371．65
1，231．93
　　　0
139．721
1，363．56
1，217，36
　5．653
140．547
1，360．06
1，213．42
　4。268
142．368
1，362．59
1，210。38
　　10
142．208
?
ア1
γ2
γ（κ、）
7（κ2）
?
0．59035
215．406
52．243
　　0
0．6632
206．427
34，113
94．930
0．5653
0．6829
197．708
38．600
162．774
0．4268
0．6981
177。217
61．253
　　1
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14－1表の仮定を14－3表のように一部変更したうえで，あらためて解を
求め，この点の比較を試みよう。14－4表にその結果が要約されている。
　予想どおり，本例の下では，原価の引き下げ効果が動機づけコストの上
昇を上まわっているため，κ2を調査領域に定める決定が最良のパフォマン
スをもたらしている。さらに，ここでは，κ1を調査領域に定める場合より
も調査確率しが減少しているので，C1の節約も解の改善に寄与している。
　周知のように，実務においては，原価実績が不良のとぎに調査を実施す
るのが通例である。つまり，数値例2の最適決定方式が採用されているわ
けである。この事実は，数値例2の仮定，すなわち動機づけによる原価引
き下げ効果がそのコストを上まわるという仮定がより現実的であることを
われわれに教える。
　次に，コスト・コントロールのためにエイジェントが行使する努力水準
σ∈・4に分析の焦点を当てよう。そのために，以下ではρは一定水準に維
持されるものとし，また，これまでと同様にg＝1と仮定しよう。αを離散
的変数とした場合のプリソシパルの決定問題は次のように定式化される。
目的関数
制約条件
卿∫ηEP＝Co＋C∬＋C丑
x，ろα
（の呵知σ（・ω）［右（・i・）ρ・乃（・1・）（・一ρ）］・・
・∫　　　＾［σ（71ω）ム（κ1α）ρ＋σ（72（κ））ル（刈の（1一ρ）］4κ
　　　x
一y（の≧ひ （14－12）
（・・）M≧1激σ（・ω）［醐・）筋（・1の（・一ρ肋
・1　　　．［σ（71ω）∫1（κ1のρ＋σ（72（κ））乃（κ1の（1一ρ）］伽
　　　x
　　－y（の　　　　　fo7α〃　∂∈A
ここで，
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q一激ﾖ［∫・帥）断（・1・）（・一力）コ・・
　　腹［・・ω！・爾価（・）鯛・）（・一♪）］・・
（14－13）
上式の下でγ（κ），71ω，72（κ）の最適性条件を導くと次の関係が得られ
る。
　　1／ぴ（γ（κ））＝λ＋Σ侮（∫1（κ1α）ρ＋乃（κ1の（1一ρ）一ア1（κiのρ
　　　　　　　　　あ
　　　　　　　　一二（川の（1一回目）／（∫1（刈α）ρ＋乃（制α）（1一力））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　 　　　 　ノb7 κ∈Xo　　　　　　　（14－14）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ　1／ぴ（γ1（κ））＝λ＋Σ侮σ1（κ1α）一∫1（κiの）／ノ1（矧α）∫oγκ∈X
　　　　　　　　　　々
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ1／ぴ（γ2ω）＝λ＋Σ侮（ん（到の一ノ2（矧の）碗（κ1のア。プκ∈．X
　　　　　　　　　　∂
ここで，侮ぱ行動αのもたらす期待効用Mが行動∂のもたらす期待効
用を上回るべきことを要求する制約式（δのに対応するラグランジュ乗数
を表わす。
　γ1（κ）とγ2（κ）の上記の最適性条件式は，（14－11）の場合と異なり，
たとえ状態が識別されても報酬関数がオペレーティング・コストκに依存
することを示している。ここでは♪を所与の一定値と仮定し，エイジェン
トのコントロール活動αはプロセスの状態に全く影響を与えないと仮定
しているから，このような依存関係が生じるのは当然である。しかしなが
ら，それならば調査を行って状態に関する追加情報を求める意義はどこに
求められるであろうか。その理由は既に明白である。原価情報に加えてこ
の情報を入手することによって，αの推定精度を高めることができるから
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14－5表　数値例3の仮定
　X＝｛κ1，κ2，κ3｝，　g＝1，ρ＝0．5
　メ乞（小）　　　　エ1＝20，00Ω．　　　雀2＝50，000　　　　ズ3＝60，000
　プ11（ぎ1α）　　　　　0．4　　　　　　0．4　　　　　　　0．2
　ノ㌔（κ「α）　　　　　0，2　　　　　　 0．5　　　　　　0．3
　ノ㌦（κ！∂）　　　　　0．2　　　　　　　0．3　　　　　　　0．5
　乃（κ1δ）　　　　　 0．1　　　　　　　0，5　　　　　　　0．4
」ひ（・）一71／2・y（・）ニー10・y（の一〇・σ一100
1ゐ一50
　貌
40，000
47，000
49，0GO
51，000
に他ならない。
　この点を数値例で確かめてみよう。（14－12）の決定問題を14－5表の仮
定の下で解いてみよう。行動αを実施したときのオペレーティング・コス
トの期待値C。は，（14－13）に従って，431500となるのに対し，行動δ
を実施したときのC。は50，000となるから，プリソシパルはエイジェント
に対して行動αを動機づけるという課題をもつ。調査領域Xを変化さ
せたときの各ケースの結果が14－6表に示されている。その特徴点を要約
すると次のようになる。
　（の最適なパフォマソスは調査領域をX＝｛κ3｝に定めたときに生じる。
　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハ調査コストんが変化しても，X＝｛κ1｝およびX＝｛κ2｝に対するX＝｛κ3｝
の優位性は変わらない。ただし，んく14．4になると，コスト・ベネフィッ
トは逆転してX｛κ2，κ3｝が最良の決定となる。
　（のどの決定Xも行動αの動機づけには成功している。かりにそれに
失敗した場合には，行動房が選択されるから，本例の下では，
C・一轣E［ム（・励・細の（1一ρ）］4・
　　　＝50，000
となる。また，γ（の＝0であるから，C£＝10，000となる。　C、を無視して
も，この合計値は14－6表のいずれのEpよりも悪い結果を示している。
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14－6表　数値例3の結果
?〜??
　1　　　　　2　　　　　3　　　　　4　　　　　5　　　　　6
　　　　　　　　　　　　　ム　　　　　　　　　　　　　　ハ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ハXゴφ　　X＝｛κ1｝　X＝｛κ2｝　X＝｛κ3｝区＝｛κ2，∫3｝　X＝X
56，015．7　56，030．7　56，026。5　55，922．8　55，938．8　55，953．8
　43，500　　　43，500　　　43，500　　　43，500　　　43，500　　　43，500
　　　0　　　　　　15　　　　　22．5　　　　　12，5　　　　　　35　　　　　　50
12，515．7　12，515。7　12，504．0　12，410．3　12，403．8　12，403．8
γ（κ1）　　　17，104．8
7（κ2）　　　13，137．5
プ（x3）　　　　5，889．6
7、（κ、）　　一
プ2（κ、）　　一
71（κ2）　　一
r2（κ2）　　一
7、（ズ3）　　一
プ2（κ3）　　一
L　　　　　　　　O
13，137．5
5，889．6
17，104．8
17，104．8
0。3
16，952．6
6，033．7
14，424．3
　12，100
　0．45
（L二ρF、（X）＋（1一ρ）F2（X））
15，754．6　　15，672噛5
12，870．5
4，025．7
9，931．2
　0．25
　　　　15，672。5
　　　　15，672．5
13，828．6　　13，828．6
　12，100　　　12，100
4，151．3　　　4，151、3
9，974．7　　9，974．7
　　0．7　　　　　1
行動αを動機づける意義ぱこの点に求められる。
（c）最良の実績κ1が生じたときは調査を行うべきではない。なぜならば，
調査を行っても調査費用C、が発生するだけで，なんらベネフィットを得
られないからである。別言すれば，κ1が生じたときは，状態に関する情報
はαの推定になんら役立たないのである。これに対して，たとえば，κ3が
生じたときに調査を行って，状態1であることが判明した場合には，そう
でない場合に比べ，行動δが選択されたと判断するにたる証拠が揃うこと
になる。それゆえに，この場合には，ペナルティとして報酬71（κ3）が極端
に低く定められている。これによって行動αに対する動機づけがなされる
わけである。
　　3　是正措置の業績改善効果
　つぎに是正措置の業績改善効果を分析しよう。そのために以下では，エ
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14－7表　数値例4の結果
?〜??
　1　　　　　2　　　　　3　　　　　4　　　　　5　　　　　6
X＝φ　　X＝｛κ1｝　X＝｛厨　X＝｛壁趣2，茎3と　X＝X
60，300　　59，222．0　　58，258．1　　58，558．8　　57，742．4　　57，903．8
47，000　　45，833．3　　44，666．7　　45，384．6　　43，888．9　　　　43，500
　　0　　　466．7　　　933．3　　　553．8　　1，422．2　　　2，000
13，300　　　　12，922　　12，658．1　　12，620．4　　12，431．3　　12，403．8
7（メ、）
7（メ2）
7（κ3）
γ、（κ、）
プ2（κ、）
71（κ2）
72（∫2）
ノェ（ズ3）
γ2（κ3）
??
??
L
28，900
12，100
4，900
　　0
　　1
　　0
12，731．6
5，086．1
22，831．3
22，831．3
　　1／6
　　5／6
　1．4／6
（L勃、Fユ（X）納2F2（X））
19，018。3
5，642．5
15，364．5
　12，100
　　1／3
　　2／3
　1．4／3
18，502．1
12，660．4
1，019。7
8，584。3
　　3／13
　10／13
　3．6／13
6，018．6
13，990．7
　12，100
3，636．9
9，792．5
　　4／9
　　5／9
　6．4／9
15，672．5
15，672．5
13，828．6
　12，100
4，151．3
9，974．7
　　1／2
　　1／2
　　　1
イジェソトは状態を修正する能力をもたず（すなわち，g＝0），ρは一定水
準に維持されるものと仮定して，望ましいコントロール活動αを動機づけ
る問題を考えよう12）。♪＜1であるとすると，プリソシパルが差異調査を
行って是正措置をとらないかぎりは，一旦管理外に陥った状態は管理内の
状態には戻らなくなることに注意しよう。
　この場合の決定問題は，カを砺に，（1一ρ）を妬におきかえる点を除
いては，（14－12）と同一となる。ただし，（14－5）にg＝0を代入して，
　　ぬ1＝ρF2（X）／（1一♪（1－F2（X））
　　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－15）
　　乃2＝（1－1》）／（1一ρ（1－F2（X））
である。是正措置は一定の業績改善効果をもつと思われるので，さきの例
よりも調査コストが少々増大しても差異調査を行う経済的意義は失われな
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いものと思われる。
　そこで，14－5表の仮定をん＝2，000，σ＝0と修正して，解を求めるこ
とにしよう。その結果が14－7表に示されている。この特徴点は次のよう
に要約される。
　　　　　　　　　　　ハ（の 本例においては，X＝｛κ2，κ3｝が最良のパフォマソスをもたらして
いる。明らかにこの結果は調査コストんの大ぎさに依存する。ちなみに，
々の値に応じて最適決定がどのように変化するかについて感度分析を行う
と次の結果が得られる。
　　8，287．5＜々のとき，　　　　X＝φ
　　3，880．4〈々≦8，287．5のとぎ，X＝｛κ3｝
　　1，441．3＜々≦3，880．4のとき，X＝｛κ2，κ3｝
　　　　　　　　　　　　　　　　ハん≦：1，441．3のとき，X＝X
　　　ハ（のX＝φのときには，妬＝1となって，プロセスは管理外の状態に収束
する。したがって，そのときのオペレーティング・コストの期待値Coは
f2に一致する。調査確率五が増加するにつれて，砺が増加して，　Coは
確実に減少している。是正措置の業績改善効果はこの点に直接的に現われ
る。
　（o）一方，X＝｛κ2｝のケースを除いて，　しの増加につれて報酬費用C況
は逓減している。これは差異調査の動機づけ効果を表わすものと理解でぎ
るであろう。
　ところで，差異調査を行うか否かの意思決定はここでは原価情報κに基
いて行われている。その意味で，この会計情報は，業績評価情報としてだ
けではなく，意思決定情報としても活用されるのである。この認識に立つ
ならば，われわれは原価情報κの意思決定情報としての有用性を検証する
という新しい研究課題を与えられることになる。そこで，その比較基準を
得るために，原価情報に依拠しない場合の差異調査のパフォマソスを求め
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14－7表数値例4の結果
???
　1　　　　　2　　　　　3
X＝φ　X＝｛κ1｝　X＝｛厨
60，300　　59，222．0　　58，258．1
47，000　　45，833．3　　44，666．7
　　0　　　　466．7　　　　933．3
13，300　　　　12，922　　12，658．1
　4　　　　　5　　　　　6
X＝｛κ3｝X＝｛x、，∫、｝X＝X
58，558．8　　57，742。4　　57，903．8
45，384．6　　43，888．9　　　　43，500
　553．8　　　1，422．2　　　　2，000
12，620．4　　12，431．3　　12，403．8
7（メ、）
7（κ2）
ア（κ3）
7、（κ、）
72（κ、）
71（∫2）
ア2（∫2）
7、（κ3）
72（ズ3）
??
??
L
28，900
12，100
4，900
　　0
　　1
　　0
12，731．6
5，086．1
22，831．3
22，831。3
　　1／6
　　5／6
　1．4／6
（L＝海、F、（X）＋ゐ2F2（X））
19，018，3
5，642．5
15，364．5
　12，100
　　1／3
　　2／3
　1．4／3
18，502．1
12，660．4
1，019．7
8，584．3
　3／13
　10／13
　3．6／13
6，018．6
13，990．7
　12，100
3，636。9
9，792．5
　　4／9
　　5／9
　6．4／9
15，672．5
15，672．5
13，828．6
　12，100
4，151．3
9，974．7
　　1／2
　　1／2
　　　1
イジェソトは状態を修正する能力をもたず（すなわち，σ＝0），ρは一定水
準に維持されるものと仮定して，望ましいコント戸一ル活動αを動機づけ
る問題を考えよう12）。ρ＜1であるとすると，プリソシパルが差異調査を
行って是正措置をとらないかぎりは，一旦管理外に陥った状態は管理内の
状態には戻らなくなることに注意しよう。
　この場合の決定問題は，ρを魁に，（1一ρ）を妬におきかえる点を除
いては，（14－12）と同一となる。ただし，（14－5）にσ二〇を代入して，
　　乃1＝ρF2（X）／（1一ρ（1－F2（X））
　　　　　　　　　　　　　＾　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－15）
　　乃2＝（1一ρ）／（1一ρ（1－F2（X））
である。是正措置は一定の業績改善効果をもつと思われるので，さきの例
よりも調査コストが少々増大しても差異調査を行う経済的意義は失われな
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いものと思われる。
　そこで，14－5表の仮定をん＝2，000，rOと修正して，解を求めるこ
とにしよう。その結果が14－7表に示されている。この特徴点は次のよう
に要約される。
　　　　　　　　　　　ハ（の本例においては，X＝｛ズ2，κ3｝が最良のパフォマンスをもたらして
いる。明らかにこの結果は調査コストたの大きさに依存する。ちなみに，
んの値に応じて最適決定がどのように変化するかについて感度分析を行う
と次の結果が得られる。
　　8，287．5〈みのとき，　　　　X＝φ
　　3，880．4＜々≦8，287．5のとき，X＝｛κ3｝
　　1，441．3＜々≦3，880．4のとき，X＝｛劣2，κ3｝
　　　　　　ん≦：1，441，3のとき，X＝X
　（のX＝φのときには，妬＝1となって，プロセスは管理外の状態に収束
する。したがって，そのときのオペレーティング・コストの期待値Coは
∫2に一致する。調査確率五が増加するにつれて，庵が増加して，Coは
確実に減少している。是正措置の業績改善効果はこの点に直接的に現われ
る。
　（の一方，X＝｛κ2｝のケースを除いて，五の増加につれて報酬費用CE
は逓減している。これは差異調査の動機づけ効果を表わすものと理解でき
るであろう。
　ところで，差異調査を行うか否かの意思決定はここでは原価情報κに基
いて行われている。その意味で，この会計情報は，業績評価情報としてだ
けではなく，意思決定情報としても活用されるのである。この認識に立つ
ならば，われわれは原価情報κの意思決定情報としての有用性を検証する
という新しい研究課題を与えられることになる。そこで，その比較基準を
得るために，原価情報に依拠しない場合の差異調査のパフォマソスを求め
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ることにしよう。
　情報がない場合の決定ルールとして，ここでは調査を行うか否かの判断
をなんらかのランダム・メカニズムにおきかえることにしよう。調査の実
施確率をこれまでと同様に五で表わすと，このような無作為調査の決定
問題は次のように定式化される。
　目的関数：〃励Ep＝C。＋C∫＋CE
　　　　　　五，7μ
制約条件・（・）M一（1一・）∫・（・（・））（∫・（・1・）・・＋乃（・1・）・・）・・
　　　　　　＋L∫レ・ω五α1・）偏勉α）乃帥）乃・］4・一y（・）≧σ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（14－16）
　　　　㈹ぬ（卜・）／σ（・ω）（五卿）鉦乃（・1碗）4・
　　　　　　・・∫［・・ω五（・鵬＋・・（・）乃嗣・・］・・一陶
∫bアσπ　～Σ∈A
ただし，
C・一轣E［！1倒σ）娠ム（・1・九］ゴ・
C1＝々⑫1五＋妬五）＝ん五
・・一（1－L）∫・（・）（五（・1・）・・＋乃（・［・）励＋・∫［・・（・）∫・（・鵬
　　　　十72（κ）乃（酬α）妬］4κ
　　乃1＝ρL／（1一ρ（1－L））
　　妬＝（1一ρ）／（1一ρ（1一五））
上式における7（κ），71（κ），72（x）の最適性条件は（14－14）のρを砺に
（1一ρ）を妬におきかえた式になる。
　さて，（14－16）を14－7表と同一の前提条件の下で解を旧びこう。そ
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14－8表　無作為調査の結果
1
五＝0
60，300
47，000
　　0
13，300
　2　　　　　3　　　　　4　　　　　5
．乙＝1．4／6　工，二3．6／13　L＝1．4、〆3　　」L＝6．4／9?? 65，250．5　　61，673．9
54，783，8　　51，120．1
　466．7　　　553．8
　10，000　　10，000
58，640．3
44，772．7
　933．3
12，934，3
58，626．2
44，090．9
1，422．2
13，113．1
　6
五＝1
57，903．8
　43，500
　2，000
2，403．8
γ（κエ）
〆（ズ2）
7（ガ3）
γ、（ぎ、）
72（κ、）
γ、（κ2）
γ2（メ2）
7、（κ3）
72（κ3）
?
??
28，900
12，100
4，900
　　0
　　1
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
　7／37
30／37
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
10，000
18／83
65／83
21，053．8
13，172，3
4，511．4
21，053．8
21，053．8
16，268．9
　12，100
　　22．1
7，499．7
　7／22
　15／22
19，880．6　　　－13，368．0　　　　　－
4，365．6　　　　　　－
19，880．6　　15，672．5
19，880．6　　15，672．5
15，750．1　　13，828．6
　12，100　　　12，100
　289．1　　4，151．3
7，980．6　　9，974．7
　32／77　　　　　　　1／2
　45／77　　　　　　　1／2
の結果が14－8表に示されている。ここで，調査確率しに対しては，さ
きの14－7表の各ケースと比較できる数値が指示してある。この結果につ
いては次の指摘をできる。
　（α）本例の下では，L＝1が最適決定となっている。五の最適性は，こ
れまでと同様に，みの値に依存する。ゐを所与とした下でんに関する感度
分析を行うと，最適性は次のように変化する。
　　5，556．4＜んのとき，　　　L＝0
　　3，381＜々≦5，556．4のとき，L＝1．4／3
　　々≦；3，381のとき，　　　　L＝1
　（の14－7表と比較すると，L＝0（X＝φ）と五コ1（X＝X）のケース
では当然ながらどちらの決定方式に従っても同一の結果が生じている。し
かし，それ以外のすべてのケースにおいて，原価情報に基く差異調査のパ
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フォマソスEPが無作為調査のそれを優越している。その主たる原因は，
調査確率Lは同一水準であっても状態1を維持する確率論が無作為化に
よって低下し，それに伴ってCoを引き下げる力が弱まるという関係が存
在することに由来する13）。
　（の調査コストたがとりうるすべての値域の下で2つのEpを比較して
も，原価情報に基く差異調査の無作為調査に対する優越性は変わらない。
この結果は原価情報の意思決定情報としての有用性を主張する論拠を与え
るであろう。
　（注）
1）．Ross，　S．　M，“Quality　Control　Under　Markovian　Deterioration，”1吻π．
　σ9θ脚撹εc伽。θ（May　1971），　PP．587－596．　Dittman，　D．　and　P．　Prakash，
　“Cost　Varia且ce　Investigation：Markovian　Control　of　Markov　Processes，”
　ノ。μ7”αJoノ・4000μη吻9　Rβsθαγcん（Spring　1978），　pp．14－25．　Dittman，　D，　alld
　P．Prakash，“Cost　Variance　Investigation：Markovian　Control　Versus
　Optilnal　Contro1，”・4coo襯ガπ9　Rθ房θω（Apri11979），　PP．358－373．
2）　Feltham，　G．　A．　alld　E，　M．　Matsumura，“Cost　Variance　Investigation：
　An　Agency　Theory　Perspective，”Unpublished　Working　Paper，　The
　U且iversity　of　British　Columbia（July　1979）．
3）Feltham　and　Matsumuraの研究に関する詳しい紹介と検討については，
　辻正雄稿「エイジェンシー理論と差異調査の決定モデル（2）」早稲田商学，第
　306・307合併号，1984年7月，pp．69－95をあわせて参照されたい。
4）五心のとル（κ［α）は，すべてのκ・に対して，
　　　κ0∫　　　　　〔鼠κ1σ）一鼠κ1α）］4κ≧0
　　　一◎Q
　という確率優位の関係が成立するから，五葬のは乃（κ［α）よりも望ましいと
　いえる。
　　　　　バ5）1－F2（X）は状態2の下でズが調査領域に入らない確率，したがって，是正
　が必要であるにもかかわらず状態2のまま放置される確率を表わす。いわゆる
　タイプHの誤りを犯す確率がこれである。
6）　（14－1）と（14－2）を左右逆に乗ずると，次の確率行列を得る。
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　　　　　　　　　　　1　　　　　　　　　2
期峨態；［　　ρ　　　　　　　1一ρρF2＋¢♪（1－F2）（1一ρ）F2＋（1－9ρ）（、一＾）］（14一・）
7）8P・と92は，　（14－4）より，次式を満足するものとして導かれる。
　　　9F（ρ＋（1一ρ）F2）9、＋（9ρ＋（1－9ρ）F2）（1－9ユ）
　　　92＝1－91
　　砺と編は，（14－4’）より，次式を満足するものとして導かれる。
　　　ん、＝助、＋（ρF2＋qρ（1－F2））（1一乃、）
　　　海2＝1一乃1
8）　F、（X）は，状態1の下でκが調査領域に入る確率，したがって調査は不要
　であるにもかかわらず調査を行なう確率を表わす。これはタイプ1の誤りを犯
　す確率を示す。
9）Feltham　and　Matsumuraは報酬に対する効用関数ひとして負の指数関数
　を仮定して数値例を示している。
10）γ、＞72の関係は（14－11）から導かれる。μ＞0であることは証明済みであ
　る。cf．　Holmstrom，　B．　R，“Moral　Hazard　and　Observability，”丁加βθπ
　∫o〃7πα’o∫Ecoπo〃魔cs　（Spring　1979），　pp．74－91．
11）　7（κ1）＞7（ズ2）の関係は五（刈のと乃（κ1のの前述した確率優位の関係から
　導かれる。
12）Feltham　and　Matsumuraはg＝0，α＝σσと仮定し上でρに焦点をあてて
　是正措置の効果を分析している。
13）CR＝10，000のケースを除けば，　C丑の比較においても無作為調査の方が劣
　っている。なお，ム＝1。4／6と五＝3．6／13の各ケースにおいて報酬関数がコン
　スタント（10，000）になっているのは，（本例の下では報酬γが負の値（ペナ
　ルティ）をとりえないために）行動αを動機づけることができず，々の選択を
　許容せざるをえない結果，変動給による動機づけが不要となったためである。
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